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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次  
第42期
第１四半期
連結累計期間

第43期
第１四半期
連結累計期間

第42期

会計期間  
自　平成25年４月１日

至　平成25年６月30日

自　平成26年４月１日

至　平成26年６月30日

自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日

売上高 （千円）  1,381,111 1,433,859 5,632,199

経常利益 （千円）  184,498 209,381 757,423

四半期（当期）純利益 （千円）  105,508 124,100 409,152

四半期包括利益又は包括利益 （千円）  103,384 90,907 450,568

純資産額 （千円）  3,637,901 3,966,598 3,983,539

総資産額 （千円）  5,912,471 7,017,768 6,534,447

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円）  19.35 22.15 74.55

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円）  18.18 21.40 70.79

自己資本比率 （％）  61.5 56.5 61.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円）  1,238 157,733 716,295

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円）  84,026 △219,721 59,536

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円）  △52,426 247,400 △122,235

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円）  4,112,335 4,918,505 4,733,092
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　 ３　平成25年10月１日を効力発生日として普通株式１株を４株に分割いたしました。１株当たり四半期（当期）

純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、株式分割が前連結会計年

度の期首に行われたと仮定して算定しております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

EDINET提出書類

幼児活動研究会株式会社(E05691)

四半期報告書

 2/20



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1)　業績の状況

当第１四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高1,433百万円（前年同四半期比3.8％増）、経常利

益209百万円（前年同四半期比13.5％増）、四半期純利益124百万円（前年同四半期比17.6％増）となりました。

当第１四半期連結会計期間末における従業員数は、幼児体育指導関連事業で470人、コンサルティング関連事業で５

人、全社共通で27人、グループ全体で502人（前年同四半期比1.6％増）となっております。前第１四半期連結会計期間

末における従業員数は、幼児体育指導関連事業で470人、コンサルティング関連事業で６人、全社共通で18人、グルー

プ全体で494人でした。

当第１四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益は22円15銭、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は21円40

銭となりました。前第１四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益は19円35銭、前連結会計年度における１株当た

り当期純利益は74円55銭です。

当第１四半期連結累計期間における年率換算した自己資本利益率は12.5％となっております。前連結会計年度におけ

る自己資本利益率は10.8％でした。
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①幼児体育指導関連事業

正課体育指導の実施会場数は前連結会計年度末の934園から33園増加し、当第１四半期連結会計期間末は967園となり

ました。このうち、ＹＹプロジェクトに基づく正課体育指導の会場数は、当第１四半期連結会計期間末は200園となり

ました。

　また当第１四半期連結会計期間末における課外体育指導の実施会場数及び会員数は、962カ所55,193名となりまし

た。前連結会計年度末における課外体育指導の実施会場数及び会員数は、915カ所54,318名です。課外体育指導の会員

数は、前連結会計年度末の会員数に対して1.6％増となっております。

　これらの結果、幼児体育指導関連業務に係る売上高は、1,335百万円（前年同四半期比4.0%増）、セグメント利益は

180百万円（前年同四半期比13.9％増）となりました。

 

②コンサルティング関連事業

コンサルティング契約件数は、前連結会計年度末の288件から、当第１四半期連結会計期間末は269件となりました。

このうちトータルサポート契約件数は、前連結会計年度末の194件から、当第１四半期連結会計期間末は177件となりま

した。

これらの結果、コンサルティング関連業務に係る売上高は、98百万円（前年同四半期比1.6％増）、セグメント利益

は26百万円（前年同四半期比42.3％増）となりました。
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(2)　財政状態の分析

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における総資産残高は7,017百万円となっており、前連結会計年度末に対して483百万円

の増加となりました。

流動資産残高については、現預金及び有価証券残高の合計が、前連結会計年度末に対して385百万円の増加となりま

した。また売掛金、繰延税金資産の残高が、前連結会計年度末に対してそれぞれ71百万円、29百万円の増加となりまし

た。その結果流動資産残高は、前連結会計年度末に対して491百万円の増加となりました。　

固定資産については、前連結会計年度末に対して、繰延税金資産が67百万円増加しましたが、旧事務所の売却及び減

価償却により有形固定資産が前連結会計年度末に対して13百万円、無形固定資産が同５百万円減少し、投資有価証券が

時価の下落のため同55百万円減少したため、固定資産残高は、前連結会計年度末に対して７百万円減少しております。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における負債残高は3,051百万円となっており、前連結会計年度末に対して500百万円の

増加となりました。増加の要因は、前連結会計年度末に対して、未払法人税等が94百万円、未払債務（買掛金、未払

金、未払費用の合計）が58百万円それぞれ減少し、社債が300百万円、賞与引当金が87百万円、前受金が92百万円、退

職給付に係る負債が139百万円、前連結会計年度末に対してそれぞれ増加したためです。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産残高は、3,966百万円となり、前連結会計年度末に対して16百万円の減

少となりました。減少の要因は、利益剰余金が四半期純利益の計上により124百万円増加したものの、退職給付債務お

よび勤務費用の計算方法の改正を当連結会計年度期首に適用した結果71百万円、配当金の支払いのため39百万円減少

し、またその他有価証券評価差額金が投資有価証券の時価の下落により33百万円減少したためです。

 

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前第１四半期連結累計期間

末より806百万円増加し、4,918百万円（前年同四半期比19.6％増）となりました。

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結累計期間における営業活動の結果得られたキャッシュ・フローは、157百万円の収入となりました

（前年同四半期は１百万円の収入）。これは営業利益207百万円、減価償却費14百万円、運転資本の変動３百万円、運

転資本以外の資産及び負債項目の変動146百万円、税金等の支出216百万円等に因るものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結累計期間における投資活動の結果使用したキャッシュ・フローは、219百万円の支出となりました

（前年同四半期は84百万円の収入）。これは定期預金の設定による支出200百万円、システム開発等に伴う設備投資27

百万円の支出等に因るものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結累計期間における財務活動の結果得られたキャッシュ・フローは、247百万円の収入となりました

（前年同四半期は52百万円の支出）。これは、社債の発行に伴う収入300百万円、長期借入金の返済による支出18百万

円、配当金の支払いによる支出37百万円に因るものです。
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(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

 

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。

 

(6)　連結業績予想に関する定性的情報

平成27年３月期の連結業績予想については、以下に示すとおりです。平成26年４月30日に公表した数値と変更はあり

ません。

 

平成27年３月期の連結業績予想 (平成26年４月１日～平成27年３月31日)

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

 百万円 百万円 百万円 百万円 円　 　銭

通期 5,800 760 760 430 76　　82

（参考）前期実績
5,632 736 757 409 74　　55

（平成26年３月期）
 

 

 

(7)　設備投資計画

設備の新設に係る計画は、以下のとおりであります。

 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

投資予定額

着手年月
完了予定
年月総額

(千円)
既支払額
(千円)

提出会社 本社(東京都品川区) 全社共通 給与システム 10,000 2,334
平成25年
12月

平成26年
７月

提出会社 本社(東京都品川区) 全社共通
情報ネットワーク
基盤

26,500 －
平成26年
８月

平成26年
８月

提出会社 本社(東京都品川区) 全社共通 電話設備 3,000 －
平成26年
８月

平成26年
８月

 

(注)１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　　２ 投資予定金額については、自己資金を充当する予定です。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年７月31日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,606,000 5,606,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード）

単元株式数は100株
であります。

計 5,606,000 5,606,000 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年４月１日～
平成26年６月30日

８ 5,606 1,400 465,610 1,400 317,527

 

(注)　新株予約権(ストック・オプション)の権利行使による増加であります。

　　　　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

　　平成26年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式

 

500
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

 
 

5,596,100
55,961 単元株式数は100株

単元未満株式
普通株式

 
 

1,400
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  5,598,000 ― ―

総株主の議決権 ― 55,961 ―
 

 

② 【自己株式等】

　　平成26年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

幼児活動研究会株式会社
東京都品川区西五反田
二丁目11番17号

500 ― 500 0.01

計 ― 500 ― 500 0.01
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,330,395 3,715,643

  売掛金 161,153 232,216

  有価証券 1,402,697 1,402,862

  商品 2,886 3,478

  貯蔵品 8,521 3,592

  繰延税金資産 87,885 117,289

  その他 47,566 56,828

  貸倒引当金 △1,731 △1,464

  流動資産合計 5,039,373 5,530,447

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 89,487 80,834

   工具、器具及び備品（純額） 36,725 36,461

   土地 254,339 249,634

   有形固定資産合計 380,552 366,930

  無形固定資産 116,932 111,460

  投資その他の資産   

   投資有価証券 243,540 187,770

   保険積立金 295,682 296,616

   繰延税金資産 310,099 377,287

   投資不動産（純額） 85,648 85,648

   その他 62,617 61,606

   投資その他の資産合計 997,588 1,008,929

  固定資産合計 1,495,073 1,487,320

 資産合計 6,534,447 7,017,768

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 108,032 85,826

  1年内返済予定の長期借入金 66,000 48,000

  1年内償還予定の社債 60,000 60,000

  未払金 139,839 102,906

  未払費用 40,599 41,494

  未払法人税等 224,525 130,278

  前受金 239,683 331,738

  賞与引当金 174,044 261,067

  その他 81,066 131,778

  流動負債合計 1,133,789 1,193,090
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

 固定負債   

  社債 120,000 420,000

  役員退職慰労引当金 269,099 270,997

  退職給付に係る負債 1,028,018 1,167,082

  固定負債合計 1,417,117 1,858,079

 負債合計 2,550,907 3,051,169

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 464,210 465,610

  資本剰余金 316,127 317,527

  利益剰余金 3,131,557 3,145,008

  自己株式 △241 △241

  株主資本合計 3,911,653 3,927,904

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 118,632 82,739

  退職給付に係る調整累計額 △46,746 △44,045

  その他の包括利益累計額合計 71,886 38,693

 純資産合計 3,983,539 3,966,598

負債純資産合計 6,534,447 7,017,768
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 1,381,111 1,433,859

売上原価 936,541 965,046

売上総利益 444,569 468,812

販売費及び一般管理費 266,837 261,272

営業利益 177,732 207,539

営業外収益   

 受取利息 24 －

 受取配当金 4,515 6,807

 受取手数料 2,913 2,276

 その他 906 790

 営業外収益合計 8,360 9,874

営業外費用   

 支払利息 869 595

 社債発行費 － 6,774

 その他 724 662

 営業外費用合計 1,594 8,032

経常利益 184,498 209,381

特別利益   

 固定資産売却益 － 1,982

 特別利益合計 － 1,982

税金等調整前四半期純利益 184,498 211,363

法人税、住民税及び事業税 116,867 125,899

法人税等調整額 △37,876 △38,635

法人税等合計 78,990 87,263

少数株主損益調整前四半期純利益 105,508 124,100

四半期純利益 105,508 124,100
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 105,508 124,100

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △2,123 △35,893

 退職給付に係る調整額 － 2,700

 その他の包括利益合計 △2,123 △33,193

四半期包括利益 103,384 90,907

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 103,384 90,907

 少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 184,498 211,363

 減価償却費 15,091 14,953

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 28,035 －

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,004 1,898

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 32,217

 賞与引当金の増減額（△は減少） 89,789 87,023

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △32 △267

 受取利息及び受取配当金 △4,540 △6,807

 支払利息 869 595

 固定資産売却損益（△は益） － △1,982

 売上債権の増減額（△は増加） △43,114 △71,063

 商品の増減額（△は増加） △209 △592

 貯蔵品の増減額（△は増加） △279 4,928

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 4,359 △9,288

 仕入債務の増減額（△は減少） △32,091 △22,205

 前受金の増減額（△は減少） 21,551 92,055

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △1,949 34,619

 その他 567 386

 小計 264,550 367,833

 利息及び配当金の受取額 4,581 6,807

 利息の支払額 △185 △569

 法人税等の支払額 △267,707 △216,337

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,238 157,733

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の純増減額（△は増加） 100,000 △200,000

 有形固定資産の取得による支出 △11,436 △6,128

 有形固定資産の売却による収入 － 13,986

 無形固定資産の取得による支出 △3,507 △27,246

 その他 △1,029 △333

 投資活動によるキャッシュ・フロー 84,026 △219,721

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △18,000 △18,000

 社債の発行による収入 － 300,000

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 2,800

 配当金の支払額 △34,426 △37,399

 財務活動によるキャッシュ・フロー △52,426 247,400

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 32,839 185,412

現金及び現金同等物の期首残高 4,079,496 4,733,092

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  4,112,335 ※１  4,918,505
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

 

当第１四半期連結会計期間
(自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日)

該当事項はありません。
 

 

 

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 
当第１四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。
 

 

(会計方針の変更等)

 
当第１四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

(退職給付に関する会計基準等の適用)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直しました。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が111,041千円増加し、繰延税金資産が

39,575千円増加するとともに、利益剰余金が71,466千円減少しております。

なお、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に対して重要な影響は

ありません。

(会計上の見積りの変更)

該当事項はありません。
 

　

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日)

該当事項はありません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

 

現金及び預金 2,710,180千円

有価証券 1,402,154千円

計 4,112,335千円

預入期間が３か月超の定期預金 －

現金及び現金同等物 4,112,335千円
 

 

現金及び預金 3,715,643千円

有価証券 1,402,862千円

計 5,118,505千円

預入期間が３か月超の定期預金 △200,000千円

現金及び現金同等物 4,918,505千円
 

 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 35,447 26 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月24日
定時株主総会

普通株式 39,182 ７ 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２幼児体育指導

関連事業
コンサルティン
グ関連事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 1,284,243 96,868 1,381,111 － 1,381,111

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

4,822 10,720 15,542 (15,542) －

計 1,289,065 107,588 1,396,654 (15,542) 1,381,111

セグメント利益 158,117 18,414 176,532 1,200 177,732
 

(注) １．セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去1,200千円が含まれております。

　　 ２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２幼児体育指導

関連事業
コンサルティン
グ関連事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 1,335,436 98,422 1,433,859 － 1,433,859

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

3,758 9,751 13,510 (13,510) －

計 1,339,195 108,174 1,447,369 (13,510) 1,433,859

セグメント利益 180,137 26,202 206,339 1,200 207,539
 

(注) １．セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去1,200千円が含まれております。

　　 ２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 19円35銭 22円15銭

    (算定上の基礎)   

    四半期純利益金額(千円) 105,508 124,100

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 105,508 124,100

    普通株式の期中平均株式数(千株) 5,453 5,603

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 18円18銭 21円40銭

    (算定上の基礎)   

    四半期純利益調整額(千円) ― ―

    普通株式増加数(千株) 348 196

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要

― ―

 

（注）平成25年10月１日を効力発生日として普通株式１株を４株に分割いたしました。１株当たり四半期純利益金額

及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと

仮定して算定しております。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成26年７月31日

幼児活動研究会株式会社

取締役会  御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   松   本   保   範   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   木   村   尚   子   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている幼児活動研究会

株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日か

ら平成26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、幼児活動研究会株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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